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『技術は地域モビリティをどこまで救えるのか？』

話題提供



技術は地域モビリティを救えるか？

“技術”は間違いなく地域モビリティを救う要素となりうる
l地域モビリティのサステナビリティ確保を念頭に置いた時、
lその実現に向けて“技術”は必要不可⽋

üお客様体験の進化（≒利⽤促進）
ü乗務員不⾜／その他⼈材不⾜への対応
ü⽣産性の向上
üカーボンニュートラルへの対応 等

但し、“技術”だけでは地域モビリティを救えないことも事実
l制度の構造的問題、残された時間
l地域モビリティの業界特性 等

カギは、『（業界）戦略』『政策』『技術』の融合と『プロデューサー』
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地域モビリティを救うために解決すべきこ
と
少⼦⾼齢化／
⼈⼝減少

スプロール化／
マイカー普及

仕事や学校の
リモート化

過度な競争
（競争政策）

マーケティング
の⽋如

地域モビリティ
の利⽤減少

地域ﾓﾋﾞﾘﾃｨ事業
の収益性低下

事業コスト増
（⾞両、安全対策等）

地域モビリティ
事業者の分散

サービスレベル
の低下

地域⾏政の
限られた予算

採⽤競争⼒低下
／⼈材不⾜

前向きな投資
ができない

地域モビリティ衰退のメカニズム
（１つの⾒⽅）：コロナ禍で出現した現象

他の収益源の
喪失
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“技術”が課題解決に寄与する領域

少⼦⾼齢化／
⼈⼝減少

スプロール化／
マイカー普及

仕事や学校の
リモート化

過度な競争
（競争政策）

マーケティング
の⽋如

地域モビリティ
の利⽤減少

地域ﾓﾋﾞﾘﾃｨ事業
の収益性低下

事業コスト増
（⾞両、安全対策等）

地域モビリティ
事業者の分散

サービスレベル
の低下

地域⾏政の
限られた予算

採⽤競争⼒低下
／⼈材不⾜

前向きな投資
ができない

他の収益源の
喪失

l 業務オペレーションのDX

l IT・デジタル技術活⽤
l データに基づく施策設計

：”技術“が役⽴つ領域

l MaaS
l デマンド交通＋AI活⽤
l その他、地域に必要と
されるモビリティサービス投⼊

l ⾃動運転
l 業務オペレーションのDX

政策による課題解決が必要な領域

業界／事業者の戦略による課題解決が必要な領域
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技術は必要。しかし
それだけでは不⼗分



必要なこと
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どのよう
な業界に
するか
（構想）

戦略
（業界）

政策 技術

プロデューサー

l 地域モビリティを何とか再構築
しようという強い意志があり、

l 「戦略」「政策」「技術」に
対しての知⾒や理解を有し、

l 再構築に向けた全体のリード／
推進や調整などを⾏える⼈財



両備グループバスユニットの取組み（例）
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（制度再構築、利⽤促進に向けた）政策や世論への働きかけ

バスユニット横串でのコントロール機能の設置

事業ポートフォリオの⾒直し

路線の選択／メリハリ付け地域との開かれた対話

既存の運⾏⽀援制度活⽤ 路線の委託事業化

保有リソース
適正化

利⽤促進／
交通分担率↑ 運賃の適正化

⼈財のマルチ
タスク化 業務DX

川上領域への進出／運輸外収益拡⼤

瀬⼾内エリア
地域モビリティ
の再構築

：”技術“の活⽤領域

地域公共交通総合研究所の活動を通じて

バスユニットの取組み
l 地域路線バス運⾏をメインとした
グループ内４社では（ほぼ）⿊字
経営を実現（2021年度）
ü 岡⼭電気軌道
ü 中国バス
ü 井笠バスカンパニー
ü （東備バス）


